2012道本部組織労働局発第４２３号
２０１２年７月２５日
各　地方本部、単組・総支部委員長　様
自治労北海道本部
執行委員長　　山　上　　　潔
（ 賃 金 労 働 部 ）
退職手当の引き下げ、高年齢層職員の昇給・昇格制度改悪に対する取り組みについて
－高年齢層職員の昇給昇格制度改悪に対し、人事院総裁へ緊急打電行動を提起－
１　若干の経過と情勢
（１）退職手当引き下げにかかる経過と情勢
①　退職手当については、７月５日の有識者会議の最終報告において、官民較差の402.6万円は退職一時金で調整することが適当と報告されました。すでに５月に出された中間とりまとめに言及されていたことから、６月には総務省と公務員連絡会との交渉が行われて、退職手当引き下げの概要が示されていました。その段階では引き下げに係る経過年数や法律改正案の国会提出日程などについては、明確とはなっていませんでした。
②　７月２３日実施された総務省人事・恩給局長との交渉において、退職手当引き下げについての具体的な措置が明らかにされました。その内容は「官民の支給水準の均衡を図るために退職手当法上設けられている「調整率」を現行の104／100から87/100に17ポイント引き下げる。調整率は、退職理由及び勤続年数にかかわらず、全ての退職者に適用する。」というものであり、施行時期については「退職給付の官民較差を速やかに解消する必要がある」と考え方を表明し、引き続き検討中と回答しています。
③　また、再就職あっせんの禁止等に伴い在職期間が長期化している状況を踏まえ、早期退職募集制度を導入するとし、現行の定年前早期退職特例措置の内容を拡充し、定年前15年以内に退職する勤続20年以上の者を対象として、定年前１年につき最大３％の割増を適用することとし、具体的には政令で定めるとの回答を示しています。さらに、官民較差402.6万円の段階的引き下げについては、「引下げに長期を要するのは適当ではない」との有識者会議の意見を受け、これまでの措置より相当厳しいものにせざるを得ないとしています。
　④　今後のスケジュールについては、８月上旬を目途に総務大臣交渉が予定されていますが、そこが事実上の最終交渉とならざるを得ない情勢であると自治労本部は判断しているところです。一方法案提出は今通常国会となるか秋以降の臨時国会となるかは明らかにはなっていませんが、こうした情勢を受けて、可能な取り組みを短期間ではあるものの取り組むこととしています。
　⑤　３月７日の人事院調査の公表以降、有識者会議へ連合本部役員の派遣を行い、当時の政府においては早期に全額引き下げを行うとする意見が強い中で、議論を通じながら一定の方向を示したことはこの間の取り組みの到達点と受け止めることができます。昨年の給与引き下げと同様な政治的レベルでの議論が行われる中で、公務員労働者の労働条件を確保してことは、極めて困難な情勢の下でのたたかいであることを、全体で確認しながら引き続き対応を強めていく必要があります。
（２）高年齢層職員の昇給・昇格制度改悪に係る経過と情勢
①　50歳台職員の給与について、2011年の勧告時の報告で触れているとおり、官民の給与差が相当程度存在していることから、人事院は官民較差に基づく水準是正を前提として、制度面（昇格や昇給制度）の見直しを検討していました。特に昇給制度については、55歳以上の昇給抑制措置の昇給幅のさらなる見直しや55歳前からの抑制措置を検討し、同時に92人勧以降の昇格制度の改善効果を高齢者が多く昇格する号俸からの昇格時メリットの抑制についても検討されていました。
〔50歳台において官民の給与差が相当程度存在する理由〕
ア）給与構造改革において経過措置額を設けたこと
　※　経過措置額については、昨年その廃止を勧告したところであり、2014年３月末で廃止することとなったが、廃止後もなお相当程度の官民の給与差が残ることが想定。
イ）55歳以降に管理職等への昇任・昇格が多いという各府省の人事慣行があること
　※　地方機関の管理職等の登用が55歳以後に行われる場合が多いという人事慣行があり、こうした昇格による俸給額の増加や俸給の特別調整額（管理職手当）が55歳超の給与上昇に大きく影響
ウ）勤務成績が良好であれば55歳以降も昇給すること
　　　人事院においては、行政職(一)と賃構・製造業（管理・事務・技術）男子との所定内給与の最新データに基づく比較において、8.5％、47,000円程度の官民の給与差生じている。
②　７月19日に実施した公務員連絡会幹事クラスの交渉において、人事院はア）昇給制度について、50歳台後半層の職員はＡは２号俸以上、Ｂは１号俸、それ以外は昇給なしとするとともに、50歳台前半層の職員の場合についても、現行50歳台後半層の職員と同様の昇給幅に抑制すること、イ）昇格制度については、行政職(一)３級相当以上の級に、下位の級の高位の号俸（５基幹号俸分の号俸（最高号俸を含め上位17号俸））から昇格する場合の号俸を抑制するのと考え方を明らかにしました。公務員連絡会幹事クラス交渉委員から、給与減額期間中であること、現給保障の廃止が予定されていること、退職手当の大幅な引き下げが検討されていることなどを指摘し、５０歳台職員の昇給・昇格制度の改悪は認められないと問題指摘を行った結果、７月２４日実施された交渉において、５０歳台前半層の昇給号俸抑制措置の提案は見送り、５５歳以上の昇給の取り扱いと昇格制度の見直しを改めて示してきました。
③　具体的な制度の変更内容は以下のとおりであり、高年齢層職員の昇給号俸の抑制措置は給与法第８条に規定されているため勧告事項となりますが、昇格制度の見直しについては人事院規則９－８に昇格号俸対応表が定められているために報告事項となるものと考えられます。
ア）高年齢層職員の昇給制度の見直し
　ⅰ）５５歳以上の職員
	
	現行
	改正案

	昇給区分
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	Ｅ
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	Ｅ

	昇給幅
	４
	３
	２
	１
	０
	２
	１
	０
	０
	０


　ⅱ）５０歳以上５５歳未満の職員
	
	現行
	改正案

	昇給区分
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	Ｅ
	現行どおり

	昇給幅
	８
	６
	４
	２
	０
	


イ）高年齢層職員の昇格制度の見直し
　　行（一）３級相当以上の級に、下位の級の行為の号俸（５基幹号俸分の号俸（最高号俸を含め上位17号俸））から昇格する場合の号俸を抑制する。例えば、最高号俸から昇格する場合、いわゆる「直近上位方式」により決定される号俸から「８号俸」上位となるよう号俸対応表を設定する。
　　※　基本的には給与構造改革によって生じた旧制度における特定号俸以上からの昇格メリットの増加分を調整するという手法を取りますが、具体的な見直しの解説は別途整理します。
④　高年齢層職員の昇給制度・昇格制度の見直しについて、実施時期は、2013年１月とするとしています。2012年人事院勧告・報告事項であることから、人事院勧告の概要が固まるまでの短い期間となりますが、重点課題の整理を行い、取り組みを強化していくこととします。
２　見直し内容に対する課題整理と自治労本部・公務労協への意見反映について
（１）今回の退職手当や高年齢層職員の昇給・昇格制度の見直しにあっては、高年齢層職員の生活を直撃するものであり、極めて遺憾な提案といえます。こうした協議内容に至る経過において、全ての職場の組合員の声を集約して交渉に反映させてきたかといえば、残念ながら大衆的な取り組みの提起が一切なく、自治労本部や公務員連絡会の闘争方針に対して疑念を持たざるを得ません。今一度、不利益変更事項に対しては組合員の怒りを結集する取り組みを行い、職場や生活実態に基づいた要求を掲げて中央段階で交渉することが必要です。そのため、今回の経緯について改めて公務労協・自治労本部に対して見解を求め、全組合員に対して明らかにすることとします。
（２）退職手当の引き下げについては、官民較差が存在することから、一定の見直しは必要としても、較差が402.6万円という極めて多額に上ることから十分な経過措置を求めていく必要があります。また、多くの職員が早期退職を希望する事態も想定されることなど、自治体運営にあっては困難な課題に直面することが予想できます。しかし、公務労協の指摘については、単に３回の激変緩和措置の確保を述べるに止まるなど、自治体職場における事態や職場の組合員の声に答えるものとはなっていません。従って、このような事態に陥った見解と今後の対処策について改めて方針化するよう自治労本部を通して強く求めていきます。
（３）また、402.6万円の水準調整の際に退職手当調整額を対象としていないことは極めて不満であり、各給料表別の不均衡の是正について追求し、退職手当基本額の減額を軽減することを自治労本部・公務労協に意見反映します。さらに、最終局面において今回の見直しの対象とならない場合は、最低でも次回の議論の際に見直しを確約させることを明らかにさせるなど、引き続き、給料表間での均衡がとれる制度とするよう追求します。
（４）政府は有識者会議の意見では長期間にわたる経過措置であれば国民の理解と納得を得るものではないとされていることを理由に極めて短期間で調整することを考えており、攻防は極めて厳しい状況と分析できます。引き続き、道本部としては公務員労働者の生活権をかけて自治労本部・公務労協が総務省との交渉に対峙するように強く意見反映していきます。
（５）昇給制度の見直しにあっては、給与構造改革によって、定年まで昇給がない職員が多数に及んでいること、さらに、その現給保障措置についても国家公務員は2014年３月をもって全額廃止となることなど、極めて高年齢層職員に対する処遇が検討されていることは、極めて遺憾です。特に国家公務員は特例法により給与などの削減が実施されていますので、高年齢層職員の昇給制度は現行どおりの対応となるよう、自治労本部・公務労協に対し強く意見反映し、人事院に対して求めていきます。
（６）また、昇格制度の見直しにあっては、給与構造改革における一定額加算方式による水準改善分が高年齢層職員の昇格による水準を引き上げた要因の一つであることから、その範囲における見直しを行うことについて一定の理解はしますが、最終的に俸給表のフラット化に伴う改善措置であったことを踏まえると、少なくとも組合員層が在籍する５級までは現状の措置を残すよう強く求めていきます。
３　退職手当引き下げの最終山場までの動向と地方段階での交渉の推移について（基本的な考え方）
（１）８月上旬が国公段階の最終の山場と想定されますが、法律案の国会提出がいつになるのか不透明な情勢といえます。退職手当法の改正案が成立してから、地方公務員においては具体的な検討が行われますが、総務省における助言が大きなポイントとなります。自治労として、2003年の退職手当法の改正の時に各都道府県が国の施行時期とは遅れて条例施行してきた実態を調査し、総務省対策に全力をあげるとしています。こうした作業を行いながら、地方公務員への波及を少しでも遅らせていく取り組みを進めることとしています。
（２）また、北海道や道内市町村への影響については、退職手当法の改正時期にもよりますが、2012賃金確定期の取り組みが重要なたたかいとなることを前提と捉えて取り組みを進めていく必要があります。北海道市町村職員退職手当組合加入自治体においては道本部が窓口となって交渉を進めていくこととし、退職手当条例を自治体独自で設置している自治体においては、自治体単組が交渉を進めていくこととなります。こうした交渉については、特に地公三者共闘会議と道当局との交渉動向に大きく影響されますので、自治労北海道本部としても地公三者共闘会議に結集を強め、対道交渉に全力をあげていきます。具体的な取り組み方針については、別途、提起します。
４　当面する具体的な取り組みについて
（１）道本部の取り組み
　①　道本部としては「自治労本部・公務労協への意見反映事項」について、意見反映を行うとともに、最大限協議期間の確保を求めて対応することとします。
　②　退職手当制度引き上げや高年齢層職員の昇給・昇格制度改悪の全容について、道本部発行の機関紙などを活用し、情勢認識や重点課題の周知・徹底を各単組・総支部へ行うこととします。
③　自治労本部からは、高年齢層職員の昇給・昇格制度改悪に対して、以下のとおり緊急打電・レタックス（郵送）行動が提起されました。全単組において取り組むことを提起します。
	＜緊急打電・レタックス（郵送）行動内容＞
１．取組期間：発文到着次第～３１日（火）
２．取組対象：全単組・総支部
３．宛　　　先：〒100-8913　千代田区霞が関１－２－３　人事院内
人事院総裁　　原　恒雄　様 (はら　つねお)
４．行動内容：以下の内容の趣旨を反映した電報（またはレタックス、郵送等）を人事院に集中します（別記要請文参照のこと）。
①　昇給、昇格制度の拙速な見直しは認められないこと。
②　50歳台給与の見直しについては、公務員連絡会と十分交渉・協議を行い、合意の下に進めること。


　　　取り組みについては、可能な限り、青年部・女性部・壮年部等補助機関からの取り組みについてもお願いします。
　　　なお、取り組みの結果については、別紙１の報告書に基づき報告願います。
（２）各地方本部の取り組み
　①　各地方本部においては、機関会議等を通じながら、退職手当や高年齢職員の昇給・昇格制度の見直しに係る情勢周知を徹底するとともに、全単組からの要請行動の徹底に全力をあげます。
（３）各単組・総支部の取り組み
　①　各単組・総支部においては、以上の情勢認識・諸取り組みについて、全組合員に周知・徹底するとともに、当面して要請打電・レタックス行動に全力をあげることとします。
５　その他
　諸情勢を踏まえて、必要な取り組みについては、その都度提起します。

（別紙１）
50歳台職員の昇給､昇格制度見直しに対する
人事院への緊急打電行動の実施について
単組名　　　　　　　　　　　　　　記入者氏名　　　　　　　　　　　　　
送付（ＦＡＸ）日　　　　月　　　　日　　　　　　　　　　　　通　
送付先：自治労道本部賃金労働部（ＦＡＸ：011-700-2053）
（別記－要請文）
	人事院総裁
原　　　恒　雄　様
要　請　文
この間の交渉で、５０歳台職員の給与見直しについては十分な交渉・協議を行うよう求めてきましたが、人事院が７月下旬になってようやく具体案を示し、しかも来年１月実施としていることは、あまりにも拙速で遺憾な見直し提案であると言わざるを得ません。
そもそも官民の役職構成、人事管理等の違いにより生じている５０歳台の給与差が埋めるべきものであることの納得できる説明がなされないまま、昇給、昇格制度を拙速に見直して、しかも国会の判断に基づく国家公務員の臨時特例給与減額期間中に５０歳台職員の給与を引き下げることは断じて認められません。
　ついては以下のとおり、要請しますので貴職として誠意を持って受け止めていただき、人事院勧告に向けて対処願います。
記
１．昇給、昇格制度の拙速な見直しは行わず、労働基本権制約の代償措置として任務をはたすこと。
２．５０歳台職員の給与の見直しについては、公務員連絡会と十分に交渉・協議を行い、合意の上で進めること。
以　上
２０１２年７月○○日
自治労○○市（町村）職員組合
執行委員長　○　○　○　○
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